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Ａ．研究目的 

近年、「痛み（Pain）」の社会経済的

（Socioeconomic）な影響について、欧米で

は多くの関心が集まり、臨床面のみならず

医療経済的な視点から研究が盛んに行われ

るようになっている。この背景として、疼

痛治療に関連した医学的知見の蓄積や診療

技術の進歩、さらには経済基調の停滞や社

会システムの複雑化等が挙げられる。 

我国でも、5番目のバイタルサインとし

て注目される「痛み」を原因とする労働機

会の喪失、労働生産性の低下など、社会経

済的な影響は大きいと推察される。特に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数週で寛かいする侵害受容性を中心とした

急性痛よりも、多因子を背景とした神経障

害性・心因性等の慢性痛のもたらす社会経

済的な影響が高いと考えられる 1)。 

一方、このような問題意識に対して、我

が国では医療経済的な研究は十分行われて

おらず、手法・理論の発展とともにエビデ

ンスの構築が望まれる。特に、痛みへの気

遣いや理解が不十分と推察される国民性 2)

や社会構造、医療制度等の我が国固有の事

情が、疼痛の健康改善の価値観や労働生産

等の実体経済にどのように作用するのか検

証が必要である。 

厚生労働科学研究費補助金（慢性の痛み対策研究事業） 
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研究要旨 

 近年、患者効用や経済基調への影響が推察される「痛み（Pain）」に対する治療の社

会経済性（Socioeconomics）について関心が集まっている。本研究は、慢性疼痛治療

の医療経済的な価値評価手法の検討とエビデンスの構築を目的に、有訴者の頻度の高

い慢性腰痛症の Primary care（運動療法、認知行動療法、薬物療法等）について、費

用対効果の文献レビューと社会経済的影響の分析を実施した。解析にあたり、「健康改

善への影響」「医療財源への影響」「労働生産への影響」の社会経済的な評価指標を 3

つ設定した上で、病態・受療の遷移モデルに疫学（罹患率・受療率）や臨床、経済（効

用値と医療費、労働市場の要素）の各変数を代入し、モンテカルロ法（Monte-Carlo 

Simulation）を用いた感度分析でバイアスを検証した。海外の6編の報告から、Primary 

careの費用効用は最大 1,786（pounds/Qaly）となった。その結果を反映した当該治療

の患者 1人あたりの社会経済性は、健康改善への影響が 430.6（千円/年）、医療財源へ

の影響が▲39.4（千円/年）、労働生産への影響が 44.8（千円/年）となり合計 436.0（千

円/年）になった。さらに、その結果と遷移モデルから推計した国全体の社会経済性は、

健康改善への影響が 3,479（億円/年）、医療財源への影響が▲615（億円/年）、労働生

産への影響が 709（億円/年）となり合計 3,573（億円/年）になった。以上から、慢性

腰痛症に対する Primary careは、社会経済性の高い介入技術と示唆され、今後、適切

な普及が望まれる。 
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以上から、本年度は、慢性疼痛治療の社

会経済的な価値評価の手法の検討とエビデ

ンスの構築を目的に、有訴者の頻度の高い

慢性腰痛症について、Primary care（運動

療法、認知行動療法、薬物療法等）の費用

対効果の文献レビューと社会経済的影響の

分析を実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

前節で概説した目的にそって、次に示す

方法で研究を行った。 

（１）対象の病態 

 慢性疼痛は、3カ月間以上の持続または

再発、急性組織損傷の回復後 1カ月以上の

持続、あるいは治癒しない病変の随伴がみ

られる疼痛である。原因には、慢性疾患

（例：癌，関節炎，糖尿病等）および損傷

（例：椎間板ヘルニア，靭帯断裂等）が挙

げられる。 

 我国では、慢性疼痛のうち腰痛が有訴者

率で大きな割合を占める 3)（25歳~84歳の

男性で 1位、15歳～64歳の女性で 2位、

65歳以上の高齢者で 1位）。以上の点と合

わせて、本研究の主旨や研究成果の発展性

をも考慮し、慢性腰痛症を対象とする。 

（２）対象の手技 

 慢性腰痛症の治療については、多種多様

な介入技術の選択肢が挙げられる。 

軽度の症例では、安静、運動プログラム、

痛み止め OTC薬、三環系抗うつ薬(TCA)、

リハビリテーション(理学療法、作業療法、

マッサージ療法、カイロプラクティック療

法等)、経皮的電気刺激療法（TENS）、認知

行動療法が考えられる。 

 また中度の症例には、神経ブロック、オ

ピオイド投与、神経破壊、冷却療法、高周

波（RF）凝固療法等が挙げられる。さらに

重度の症例になると、外科手術等が選択さ

れる。 

 本研究では、社会経済的な影響の程度を

考慮し、軽度な慢性腰痛症への介入につい

て検討を行う。具体的には、Primary care

（主に運動療法、認知行動療法、薬物療法

（TCA）等）を対象とする。なお、比較療

法（コントロール）としては、厳密ではな

いものの安静、痛み止め OTC薬等の Usual 

careを設定する。 

（３）分析の手法 

① 研究における分析の立場 

本研究は、「社会的な立場」で実施する。

すなわち、健康改善の効果や医療費用の負

担、労働生産の増減は、社会的互助の観点

よりミクロおよびマクロの両面で整理を行

う。具体的には、医療費用を国民全体の公

的負担と位置付けるのはもとより、健康改

善も国民が第三者を救命するために許容す

る経済的な価値観で整理し、労働生産は個

人の所得のみならず社会保障等への再投資

の原資（租税・保険料）として考える。 

② 費用対効用分析のレビュー 

対象技術について、生存期間（量的利益）

と生活の質（質的利益）の両方を同時に評

価できるアウトカム指標の一つである質調

整生存年（Qaly：Quality adjusted life year）

と医療費（Cost）から算出される費用対効

用分析（CUA：Cost-utility analysis）の文

献レビューをPubMed等のデータベースで

実施する。 

③ 患者効用値の貨幣価値換算 

前述の②で得られた「効用（例：Qaly）」

を経済単価に換算する。換算方法は、診療

に対する国民の支払意思額（WTP：
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Willingness to pay）の研究成果 4)～6)（例：

1Qaly獲得に対して 500万円～600万円を

許容）を応用する。 

なお、この支払意思額は、国民間の互助

として他人の生命・健康を改善することに

幾ら支払うことが許容されるのかを整理し

たものなので、治療に対する患者自身の“直

接的”な支払意欲とは異なる（本研究は社会

全体に対する意義を論じる）。また、個人の

健康を金銭換算する便益（Benefit）の検討

は、伝統的に抵抗感が存在するものの、社

会の立場による公的な受益・負担の議論で

は、一つの指標になりえると推察される。 

④ 社会経済的な影響の指標 

 本研究の分析のエンドポイントとして、

「健康改善への影響」「医療財源への影響」

「労働生産への影響」の社会経済的な 3つ

の指標を設定する（図 1，算出関数を詳述）。 

健康改善への影響は、患者の QOL等の改

善に対して国民が有する経済価値の要素

（前述の③）と、慢性腰痛の症例への

Primary care介入による獲得 Qaly（前述

②）から、社会全体が認知する経済性を定

量的に算出する（表 1）。 

 医療財源への影響は、前述の②で得られ

た「費用」と我が国の国民皆保険制度の診

療報酬単価 d1)から Primary care介入の平

準的な医療費単価を設定する。この設定単

価と診療実績（診療回数）等から年間の医

療費総額を算出する。 

 労働生産への影響は、慢性腰痛症を原因

とする労働機会の喪失、就業能力の低下の

データと摩擦的失業率や年間就業時間、年

間所得の統計 d2)～d10)から、個人所得への影

響を推計する。さらに、得られた結果に国

民負担率等の係数を乗じて、社会保障等へ

の再投資の原資を整理する（⑤にて詳細内

容を説明）。 

⑤ 労働生産への影響の関数モデル 

 労働生産への影響の算出にあたり、実体

経済と整合性を持って精度の高い分析を試

みるため、次の点に留意している。 

 疾病就業（Presenteeism）等を労働生産

の影響要素の対象にすることは、我が国で

は十分な理解がまだ得られておらず、より

頑強な根拠が求められる場合がある。そこ

で、労働力の低下や損失を吸収・補う摩擦

的失業率（Frictional unemployment rate）

や超過勤務時間等の要素を関数モデルに組

み入れ、労働市場の実態と整合するように

配慮を行っている（図 2，各変数を解説）。 

⑥ 病態・受療の遷移モデル 

本研究は、前述の④の手法によって、3

つの社会経済的な影響を算出する。その結

果は、患者 1人当たりを基準とした「ミク

ロの分析」と国全体を単位とした「マクロ

の分析」の 2つに分けて整理される。マク

ロの分析は、ミクロの分析の結果に人口動

態や疫学動向等の係数を乗じて算出する。 

その係数は、疫学（罹患率・受療率）d11)

～d12)や臨床、経済（労働市場の要素）等の

各変数から構成される病態・受療の遷移モ

デルで規定する（図 3および表 2）。 

⑦ バイアスに対する感度分析 

本研究で選択・応用する各データは、そ

のエビデンスレベルや値に幅がみられ、ま

た多くのバイアスも潜在していると推察さ

れる。そこで、ミクロおよびマクロの分析

においては、結果に対する感度分析も兼ね

てモンテカルロ法（Monte-Carlo 

Simulation）を適用し、多変量解析を行う

（ソフトは、Oracle Crystal Ballを使用）。 
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Ｃ．研究結果 

（１）費用対効用分析のレビュー 

 慢性腰痛症の治療に関する海外の 6 編の

報告 7)～13)から、ベースライン（control）に

対する Primary care の増分費用効用比

（ICUR：Incremental Cost Utility Ratio）

は、最大 1,786（Δpound/ΔQaly，最小 881）

となった（国内の先行報告は無し）。また、

獲得 Qaly自体は、平均 0.079（ΔQaly，分

布；0.039-0.099）となった（表 3）。 

 その他、参考までに整理すると、針灸や

専門職によるリハビリテーションは、増分

費用効用比がそれぞれ最大 3,598、13,606

（Δpound/ΔQaly）であった。 

（２）患者 1人当たりの社会経済性 

① 健康改善への影響 

 (1)の結果と我が国の支払意思額の報告結

果等から算出した慢性腰痛症に対する

Primary careの社会全体が認知する経済性

は、430.6（千円/年）となった（表 4）。 

② 医療財源への影響 

 (1)の結果を参考にしつつ我が国の診療報

酬点数等より設定した診療単価と診療実績

から算出した医療費は、▲39.4（千円/年）

であった（マイナスは医療財源の負担軽減

ではなく増加を意味する）。 

③ 労働生産への影響 

 就業能力の低下と摩擦的失業率や年間就

業時間、年間所得等から成る関数により算

出された結果は、患者所得の変位として

44.8（千円/年）、社会保障費の財源分として

17.4（千円/年）となった。 

④ 患者 1人当たりの社会経済性 

 前述の①から③の結果を合計した患者 1

人当たりの社会経済性は、436.0（千円/年）

となった。なお、社会保障への原資として

整理を行うと、408.6（千円/年）であった

（表 4）。 

（３）国民全体における社会経済性 

① 健康改善への影響 

 (2)の結果と病態・受療の遷移モデルから

算出した慢性腰痛症に対するPrimary care

の社会全体が認知する経済性の総計は、代

表値として 3,479（億円/年）となった（表

4）。なお、感度分析も兼ねて実施したモン

テカルロシミュレーションの結果を参考ま

でに図 4に示す。 

② 医療財源への影響 

 (2)の結果と病態・受療の遷移モデルから

算出した医療費の総計は、代表値として

▲615（億円/年）であった（マイナスは社

会負担の軽減ではなく増加を意味する）。な

お、感度分析も兼ねて実施したモンテカル

ロシミュレーションの結果を参考までに図

4に示す。 

③ 労働生産への影響 

 (2)の結果と病態・受療の遷移モデルから

算出された労働生産への影響は、国民所得

の変位として 709（億円/年）、社会保障費の

財源分として 217（億円/年）となった。な

お、感度分析も兼ねて実施したモンテカル

ロシミュレーションの結果を参考までに図

4に示す。 

④ 国民全体における社会経済性 

 前述の①から③のモンテカルロシミュレ

ーションの代表値を合計した国民全体にお

ける社会経済性は、3,573（億円/年）とな

った。なお、社会保障への原資として整理

を行うと、3,081（億円/年）であった（表 4）。 
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Ｄ．考察 

（１）費用対効用分析の手法について 

① 費用効用と公的給付 

海外では、増分費用効用比（ICUR）を公

的給付の判断に用いることがある。その解

釈は、診療に対する国民の支払意思額

（WTP：Willingness to pay）の調査結果

などに基づき、医療を取り巻く環境（医療

財源など）や病態の機序（希少性や年齢な

ど）に対して、社会的な感情にも配慮しつ

つ議論が行われている。例えば、1Qaly（図

5）に対して概ね 3万ポンドや 5万ドルの前

後を目安に医療費を負担することが社会的

にコンセンサスを得られるので、それを上

回るパフォーマンスのものは公的給付が妥

当と整理される 18)。 

本研究では、この公的給付に対する限界

効用値（最大支払意思額）を貨幣価値換算

に応用しているが、実際の公的負担額と支

払意思額の相互関係について十分な検証が

行われていない。そのため、実体経済や医

療制度に対する影響の程度を論じるには十

分とは言えず、今後、関わる研究の展開が

望まれる。 

② Qalyと医療資源配分 

質調整生存年（Qaly）を用いた医療資源

（医療財源や診療機会）の配分については、

次のような議論が海外で散見される。例え

ば、“将来に得られることが期待されるQaly

に基づき意志決定を行う”という

「Prospective Health Rule」を基本にしつ

つも、“高齢者と若年層で獲得 Qalyの重み

づけを変える”という「Fair Inning Rule」

や“致死的な疾患の救命により多くの資源

配分を促す”という「Rule of Rescue」をも

考慮すべきという指摘も見られる。このよ

うに、健康改善の臨床経済的な価値を基に

した公共的な資源投資については、多様な

側面からの検討が不可欠と考えられる。 

ちなみに、Qalyは、患者の健康状態や価

値観をすべて包含しているわけではなく、

いくつかの論点が指摘されている。その一

つに、健康度の測定ツールとして感度が低

い場合（病態）があり、それに対して精度

の高い手法の導入を議論することが望まれ

ている。また、余命の異なる末期がん患者

と他の疾患（たとえば慢性期）の患者の延

命の価値には差がある可能性もあり、重み

付けなどを行うことも必要と言われている。 

③ 効用測定と EQ-5D 

 本研究でレビューした文献の多くは、

Qalyの観察を「選好に基づく尺度」である

EQ-5D（EuroQoL-5D）によって実施して

いた。EQ-5Dは、汎用的な健康関連 QOL

（HRQOL）の測定手法である一方で、健

康度 0.7～0.8付近の感度が低いと言われて

いる 19)。いくつかの疾患や手技については、

天井効果（スコアの上限=1.0）に達してし

まい、微妙な健康度変位を検知しにくい点

が指摘されている 20)。 

 本研究では、EQ-5Dの換算表で算出され

た 1Qalyから貨幣価値を推計しているため、

慢性腰痛症に対する EQ-5Dの感度が低い

場合は、結果が小さくなることが懸念され

る。今後、我が国で前向きの観察を行う場

合は、別の測定ツールの選択なども視野に

入れた研究デザインが望まれる。 

④ 国内における実証研究 

 本研究では、Primary careによる獲得

Qalyを文献レビューの結果から代替して

いる。この値に関する報告は、海外のみで

あり、国内の事例を反映することはできな
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かった。慢性疼痛の診療システムの議論で、

本研究の成果を適切に咀嚼していくには、

今後、我が国においても患者効用値の前向

きな観察が望まれる。 

（２）社会経済性の推計方法について 

① 家族等の介護労働 

本研究は、「社会的な立場」で実施してい

る。すなわち、医療費用を国民全体の公的

負担と位置付けるのはもとより、健康改善

も国民が第三者を救命するために許容する

経済的な価値観で整理し、労働生産は個人

の所得ではなく社会保障等への再投資の原

資（租税・保険料）として考える。 

 このような議論では、患者のみならず家

族の介護負担も社会経済的な側面から考慮

すべきという点が指摘される。本研究では、

データの限界等で家族への影響を対象とし

ていないが、慢性腰痛症の罹患者の多くが

高齢者であり、介護負担にも関心を寄せる

世代であることを考えると、将来的には、

新たな分析モデルの開発も望まれる。 

② 社会経済性の設定指標 

本研究の分析のエンドポイントとして、

「健康改善への影響」「医療財源への影響」

「労働生産への影響」の社会経済的な 3つ

の指標を設定している。このうち、健康改

善への影響については、Primary care の介

入による獲得 Qalyと支払意思額を応用し

て貨幣価値換算している。 

このQalyの算出に用いる効用（Utility）

の観察にあたり、健康改善のみならず、健

康の変化に伴う経済性の変位（所得の向上、

出費の低下等）も反映されるという意見も

みられる。すなわち、本研究における「健

康改善への影響」の指標と「労働生産への

影響」の指標との間に重複や交絡の可能性

もあることになる。 

 ただし、労働生産（または社会保障の原

資）の増減は、一般に、罹患者にとって病

態自体の健康改善と比べると相対的に小さ

な関心ごとになり、健康度の測定時に大き

な影響を与える要素とは想像し難い。また、

本研究ではバイアスの検証も行っているこ

とから、その影響は小さいと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 慢性腰痛症に対する Primary careは、投

入した医療費（社会的負担）以上の健康価

値や労働生産の創出（社会的恩恵）が期待

できる。以上から、慢性腰痛症に対する

Primary careは、社会経済性の高い介入技

術と示唆される。今後、国民の健康改善や

実体経済の向上のため、慢性疼痛治療の適

切な普及が望まれる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

  なし 

 

Ｈ ．知 的財産 権の出 願・ 登録状 況     

（予定を含む。）  

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし  
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図１．慢性腰痛症に対する診療技術の社会経済的な評価モデルの概念 

 

表１．慢性腰痛症に対する診療介入の患者 1人あたりの社会経済的な影響に関する算出要素 
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図２．経済基調（労働生産；Growth of economic conditionの指標）に対する影響の算出関数 

 

図３．社会経済的な影響（日本全体のレベル）の算出に適用する病態・受療の遷移モデル 
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表２．慢性腰痛症に対する診療介入の日本全体に関わる社会経済的な影響の算出要素 

（患者 1人あたり→日本全体に反映） 

 

表３．慢性腰痛症に対する Primary Care の獲得質調整生存年数の文献レビューの結果 

（参考：各種介入療法の費用効用分析） 
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図４．モンテカルロシミュレーションによる推計結果（確率分布構造） 

図５．患者目線から効果を推し量る指標（質調整生存年）の概念 
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